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《論文》

吉川かおり　　横 倉 三 郎

障害者家族の生活再建に関わる要因と家族機能
――東日本大震災被災者調査からの示唆――

要旨：災害時には平素から存在している問題・課題が浮き彫りになるが、生活再建支
援においては、住居・地域のように形として目に見えるものが重視されている。それ
は、障害児者のいる家族（以下、障害者家族）においても同様であり、特に家族機能
への支援に関しては有用な方策が示されていない。本論では、東日本大震災被災者調
査から得られたデータに基づき、障害者家族の生活再建に関わる要因について、スト
レス及びレジリエンス得点を手がかりに検討を行った。その結果、災害によって生じ
た要因（避難経験、転居回数、仮設住宅、暮らしの目途、障害のある子どもの状態変化）
と、家族機能に関連した要因（子どもとの関わり方、相談相手）とがあることが分かっ
た。障害者家族の生活再建支援には、被災前から個人のレジリエンスを高めストレス
を軽減する方法を工夫しておくこと、及び被災後の介入策として家族機能を健全化す
るための支援を開発し拡充することが必要である。
Key Words：障害者家族、生活再建、レジリエンス、ストレス、家族機能

１．はじめに

（１）課題意識

　災害が多い日本において、災害後の復興または生活再建支援に関して多くの提言が
なされている。また、復興支援策や生活再建施策についても、被災後の経済・生活状
況に応じ、複合的な問題に対応しうるよう様々な工夫がなされてきている。「被災者
支援に関する各種制度の概要」（内閣府2022）に、資金援助面での支援（家族の死亡、
負傷や疾病による障害、当面の生活や生活再建、子どもの養育や就学、税金や保険料
の軽減や猶予、住まいの建て替えや補修及び移転、事業等の再建）や、被災以外の相
談窓口（心の健康相談や消費者ホットライン等）が掲載されていることがその一例で
ある。
　さらに、地域復興に向けても、例えば被災前のコミュニティにおける関係を維持で
きるような仮設住宅の設置や、復興商店街の開設、復興拠点としてのコンパクトタウ
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ン整備等が、災害復興に関する研究知見を取り入れながら実施されてきている。
　復興及び生活再建支援策を個人・家族・地域の「機能」の面から概観すると、地域
に関してはその機能の検討に基づいて対策が取られている一方で、個人・家族につい
ては衣食住や日中活動（学校や仕事を含む）といった「形」の整備が優先され、機能面
についての支援策は「相談」が主となっている状況が見てとれる。
　災害はその地域全体に被害を及ぼすため、被災地において「社会保障制度が対象と
すべき様々な生活問題（医療・福祉・所得・居住等）が発生もしくは顕在化する」（井
口2012：4）ことは周知の事実である。また、「いかに病理をかかえ、機能不全に苦
しむ家族であっても、平時にあっては、自ら家族システムを変革することは難しい」
ために、「これまでの大災害時に取られた対応策に、『家族関係の改善を支援する継続
的な取り組み』を加えていくことは必須の要件だと考えられる」ことや、「被災した家
族が自らの関係の問題点を見直す『好機』となるように、支援する体制をきめ細かに
整備することが求められる」といった指摘（亀口2012：8）もなされている。しかし、
東日本大震災後に被災地の社会福祉協議会に配置された地域福祉コーディネーターが
携わった支援の内容（大島、2016：68）を見ると、「地域を意識した個別支援」は行
われているが、家族機能面についての方策は示されていない。震災後は「絆」が重視
され凝縮性が高まりやすい状態にあり、各家族が持つ機能的課題については目が向け
られていなかったのが現状である。
　特に障害者家族においては、「障害者の自立と家族の自立は車の両輪であるという
ことが経験的に示されてきているにもかかわらず、家族が自立するための方策は未熟
であり、ケアにおける家族負担が依然として大きいままである」こと、「知的障害者
のいる家族での『親離れ・子離れ』の問題」があり「成人した子どもの行動に親の責任
を問う考え方は、障害者家族においても存在する」（拙著2020：115、121）ことがあ
るため、生活再建過程における家族機能面での支援導入の必要性が高いと判断できる。
　障害者家族を対象とした生活再建過程に関する研究は少なく、家族機能の影響も未
解明であることから、生活再建に関わる要因と家族機能との関係を明らかにし、支援
策について考察することは意義あるものと考えられる。

（２）目的

　本論においては、東日本大震災で被災した障害者家族のストレス及びレジリエンス
の状態を手がかりに、生活再建に影響を及ぼす要因と家族機能との関係を明らかにし、
支援策について検討することを目的とする。

（３）方法

　公益社団法人日本発達障害連盟が実施した調査において収集されたデータを解析す
る。
　この調査は、厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（身体・知的障
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害分野））「災害時における知的・発達障害を中心とした障害者の福祉サービス・障害
福祉施設等の活用と役割に関する研究」（H24 ~26年度）の一環として行われ、研究代
表者は金子健（当時：日本発達障害連盟会長）、研究分担者は内山登紀夫、柄谷友香、
吉川かおり、研究協力者は鍵屋一であった。

（４）倫理的配慮

　日本社会福祉学会の研究倫理指針に則っている。調査は無記名式であり、依頼文書
にプライバシーの保護及び量的分析にのみ用いる旨が明記されている。なお、調査デー
タ解析について、明星大学研究倫理審査委員会の審査を受け、承認されている。

２．調査概要

（１）調査対象と方法

　岩手県・宮城県・福島県の障害児者の親の会を通じて、被災地域（市町村）の親の
会に配布した。福島県については、特別支援学校を通じての配布も行った。調査期間
は平成26年11月1日からの15日間で、配布数は全994件（岩手県：314件、宮城県：
525件、福島県：155件）であり、回収数は325件（回収率32.7％）であった。

（２）質問項目

　回答者の属性、現在と震災前の同居人数、震災前と今の住まい・被災状況、震災後
経験した避難・転居回数、現在の住居及びその住居での目途、震災前と今の相談相手、
障害のある子どもとの関わり方、現在の満足度、活動量の変化、ストレス、レジリエ
ンス、パニックになる等の行動をした人の人数・時期、震災後に困ったこと・時期・
ほしかったサービス、子ども（障害児者）の属性、障害種別・程度、震災前と現在に
ついて親との同別居、震災後の状態変化（手のかかる症状の発生）、コミュニケーショ
ン方法、震災前後のサービス利用状況、等全25項目であった。

（３）使用した尺度

①障害のある子どもとの関わり方のタイプ

　知的障害児者の親の会の全国組織である社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会発行
の「家族支援ワークショップマニュアル」に収められている「親子関係チェックシー
ト」（2011：127）に所載の項目を用いた。このチェックシートは、（アルコール依存
等をもつ夫と）共依存関係にある妻のためのチェックリストを参考に、障害のある子
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どもと親との関係に置き換えて作成されたものであり、項目によるタイプ分け（下記
の「型」）については親の経験則に基づいたものとなっている。
　原票では、項目1・2・3・4にチェックがついた場合を「尽くし型」、5・6・7を「か
じ取り型」、8・9・10を「気遣い型」、11・12・13・14を「完全主義型」、15・16・
17を「控えめ型」とし、当てはまるものに〇をする形式であるが、今回の調査票では、
各項目について、全く違う0点・いくらかそうだ1点・まあそうだ2点・その通りだ
3点の4件法で集計を行い、該当項目の多寡でタイプ分けを行った。実際に用いた調
査票を表1に示す。

表1　障害のある子どもとの関わり方調査票

②ストレス尺度

　「心理的ストレス反応測定尺度（SRS-18）」を用いた。抑うつ・不安、不機嫌・怒り、
無気力の3傾向に分類され、18項目それぞれに0～ 3点が付与される。傾向ごとの得
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点及び合計得点を算出し、それを性別に応じた標準化得点に換算、その得点をもとに
ストレス反応の程度を「弱い・普通・やや高い・高い」の４段階に分類するものである。

③レジリエンス尺度

　「コナー・デビッドソン・レジリエンス尺度（CD-RISC）日本語版」（以下、
CD-RISCと表記）を用いた。レジリエンスとは、困難や逆境に直面した時の回復力・
しなやかさを表し、レジリエンスが高いと立ち直りやすいことを意味している。全
25項目について、調査時の1か月に自分にどの程度当てはまるかを答えるものであり、
まったく当てはまらない0点～ほとんどいつもあてはまる4点の5件法での回答となっ
ている。

３．調査結果

（１）回答者の属性と生活環境

①年代・性別・障害者との関係

　20代0.3 ％、30代5.7 ％、40代19.9 ％、50代27.1 ％、60代26.2 ％、70代 以 上
20.8％となっており、50代以上の者が7割強であった。
　男性が15.4％、女性は84.6％であり、障害者の父の立場の者が13.6％、母の立場
の者が85.0％（欠損値を除く）となっていた。

②現在の住まいと生活満足度

　調査時点での住まいは、仮設住宅7.0％、賃貸住宅6.3％、借り上げ・雇用促進住
宅4.3％、再建自宅6.3％、震災前自宅69.8％、その他6.3％であった。
　8項目（現在の住まい・毎日の暮らし・自分の健康・今の人間関係・家計の状態・
家庭生活・自分の仕事・子どもの状態）の平均点で算出した生活満足度については、
満足35.7％、普通33.8％、不満30.6％となっていた。

③震災前の住まいの形態と被害状況

　持家（戸建）77.9％、持家（集合）5.5％、賃貸10.4％、社宅等1.5％、公的賃貸3.7％、
その他0.9％となっており、被災地の地域性を反映して戸建てが8割近くを占めていた。
　住まいの被害状況は、全壊7.5％、大規模半壊9.3％、半壊12.1％、一部損壊
32.0％、被害なし39.1％であった。

④震災後に経験したこと

a) 避難について
　避難なしが約半数の48.4%、自主避難が24.0%、避難所が21.5%、車中避難が
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14.7％等と、5割強が何らかの避難を経験していた。
b) 転居（調査時までの3年間における回数）
　0回が最も多く69.6%、1回10%、2回6.3%、3回5.6%、4回以上が8.5%となっていた。
震災前の住まいの被害状況と、原発避難か否かが回数の多寡に影響していた。
c) 震災前と現在の同居人数の差異
　減った25.4％、増えた8.8％、変化なし65.9％となっており、同居人数に変化がな
い世帯が多かった。
d) パニックになる等の行動をした人の存在
　家族にパニックになる等の行動をした人がいるかを尋ねたところ、震災直後から
2~3ヶ月の間にいた者は40.6%、2~3ヵ月から1年の間にいた者は30.8%、最近もい
ると回答した者は17.0%となっていた（システム欠損値を除く）。

⑤今の住居での目途と相談相手、活動量

　今後の目途が立っていると答えた者の割合が一番多く65.3%、次いで、やや立って
いる16.0％、あまり立っていない7.6%、全く立っていない5.2%であった。
　震災前の相談相手については、いた94.7％、いなかった5.3％、現在の相談相手は、
いる92.6％、いない7.4％となっていた。
　活動量については、7項目（仕事の量・活動的な生活・生きがいを感じる・周囲と
うまくつきあう・日常生活を楽しく送る・将来明るいと感じる・元気ではつらつ）に
対して、かなり減った0点・少し減った1点・少し増えた2点・かなり増えた3点の
４件法により算出した。平均点の比較では、震災前よりも増えた者の割合は45.7％、
変化がない者は24.4％、減った者が29.9％であった。
　また、因子分析を行ったところ、第1因子として生きがい・将来に関する因子（度
数277、最小値0、最大値3、平均値1.38、標準偏差0.67）、第2因子として仕事と活
動に関する因子（度数248、最小値0、最大値3、平均値1.53、標準偏差0.79）が抽出
された。活動量に関する因子を表2に示す。

表2　活動量に関する因子
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因子得点によるクラスター分析では、「因子1得点高・因子2得点やや高」「因子2得
点低・因子1得点やや高」「因子1得点低・因子2得点高」の3クラスターが生成された。
活動量のクラスター分析の結果を図1に示す。

⑥子どもとの関わり方とタイプ (複数回答 )

　同一人物が複数の型に当てはまることに留意する必要があるが、子どもとの関わり
方の回答の総数は325、尽くし型61.2％、かじ取り型58.5％、気遣い型40.6％、完
全主義型63.7％、控えめ型30.5％となっていた。
　これらの分類の妥当性を検討するために、まず17項目の平均と標準偏差を算出し
たが、天井とフロア効果はみられなかった。
　次に、主因子法による因子分析を行った。固有値の変化は4.7,1.9,1.6,1.4…,であり、
4因子が妥当であると考えられた。
　その後、十分な因子負荷量を示さなかった3項目（Q1,6,10）を除外して、直交回転
を行った。回転後の因子行列は表3に示す通りである。

図1　活動量のクラスター分析
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表3　子どもとの関わり方：直交回転（バリマックス法）の結果

　因子抽出法 : 主因子法 
　回転法 : Kaiser の正規化を伴うバリマックス法
　a 5 回の反復で回転が収束した

　第1因子は Q7,13,14,15,16,17で構成されており、控え目型因子と命名した。
　第2因子は Q2,3,5,9で構成されており、尽くし型因子と命名した。
　第3因子は Q11,12で構成されており、完全主義型因子と命名した。
　第4因子は Q4,8で構成されており、自責型因子と命名した。
　因子素点平均の平均値と標準偏差は表4の通りであり、表5のように4つのクラス
ターが抽出された。

表4　子どもとの関わり方：因子素点平均の平均値と標準偏差
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表5　子どもとの関わり方：クラスターグループ

⑦ストレスの状態

　SRS-18の結果は、弱い59.1%、
普通22.9%、やや高い10.3%、高い
7.6%となっていた。

⑧レジリエンス

　100点満点で、最小値は0、最
大 値 は99で、 平 均 点 は52.65
（SD18.46）であった。
　CD-RISCを用いた先行研究に
は、日本における障害者家族を対象
としたものは存在しなかったため、
10点刻みで集計をしてその得点結
果を表6のようにまとめ、それを踏
まえて表7に示すように高得点群・
中得点群・低得点群の3カテゴリー
を設定した。

表7　レジリエンス得点3カテゴリー

表6　レジリエンス得点
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（２）障害のある子どもの状態と生活環境

①人数（障害児者数）・年代・性別

　障害のある子どもの数は、1人が最も多く95%、2人は4.6%、3人は0.3%であった（障
害児者の総数324名）。
　年代は、10歳未満が7.1％、10代20.6％、20代24.2％、30代20.4％、40代17.7％、
50代7.4％、60代以上2.7％であり、10代から30代までが6割強を占めていた。
　性別は、男性が66.5%、女性が33.5%であった。

②障害種別・程度

　324名のうち、93.2％が知的障害を有し、自閉スペクトラム症を有する者は
38.6％、てんかん23.5％、身体障害23.2％、精神障害14.8％となっていた。
　知的障害の場合の障害程度は、軽度12.9％、中度26.9％、重度50％、最重度
10.2％であり、身体障害の場合は軽度23.9％、中度15.5％、重度42.3％、最重度
18.3％、精神障害の場合は軽度28.3％、中度32.6％、重度37.0％、最重度2.2％であった。

③居住場所

　震災の前・後ともに同居が多いが、震災前に別居だった者は13.3％（うちグルー
プホーム25.0％、入所施設65.9％）、現在別居である者は16.8％（うちグループホー
ム28.6％、入所施設60.7％）となっている。

④状態変化

　震災直後から2~3ヵ月の間に生じた状態について尋ねたところ、地震を恐がる
45.6％、親と一緒にいたがる43.2％、睡眠の問題が生じた18.2％、落ち着きがなくなっ
た17.9％、イライラしやすい14.1％、被災した場所に行きたがらない12.1％、出来
ていたことが出来なくなった12.1％となっていた。

（３）ストレスとの関係

　親のストレスの高まりに影響している要因として、「避難経験」「転居回数」「現在の
住まいの状況」「暮らしの目途」「相談相手」「子どもとの関わり方」「子どもの状態」が
挙げられた。各要因についての分析結果については、以下の通りである。

①避難経験：何らかの避難をした場合

　避難所・車中避難・仮設住宅入居・みなし仮設入居・自主避難等、自宅にいられな
い状況を経験した人のストレスは、それらを経験しなかった人よりも高い傾向があっ
た。
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表8　避難経験の有無とストレス状態

②転居回数：転居回数が多い場合

　調査時までの転居回数を、0回・1～ 3回・4回以上の3グループに分けて比較した。
表9に示す KRUSKAL WALLIS testによる多重比較の結果からは、転居回数とスト
レス状態について、転居回数0回と4回以上との間で有意差があった（p<0.001）。

表9　転居回数とストレス状態

③現在の住まいの状況：仮設住宅である場合

　現在の住まいの状況とストレス尺度の関係については、表10に示すとおり、仮設
住宅である場合にストレスが高いという結果であった（p<0.001）。
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表10　現在の住まいとストレス状態

④暮らしの目途：目途が立っていない場合

　表11に示すように、暮らしの目途とストレス状態を見ると、今の住宅において
暮らしの目途が立っていない場合と立っている場合とにおいて有意な差が見られた
（p<0.001）。

表11　暮らしの目途とストレス状態
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⑤相談相手

　現在の相談相手がいない場合、ストレスが高い傾向が見られた。

⑥子どもとの関わり方

　第1因子を控え目型、第2因子を尽くし型、第3因子を完全主義型、第4因子を自
責型と命名し、各因子とストレス程度との関連を分析して多重比較を行った結果を表
12に示す。
　クラスター 2（第1因子の点数低い）対クラスター 1（第3因子の点数低い）及び、ク
ラスター 2（第1因子の点数低い）対クラスター 3（第1・2・4因子の点数高い）におい
て有意差が見られ（p<0.001）、クラスター 1（第3因子の点数低い）対クラスター 3（第
1・2・4因子の点数高い）には有意差は見られなかった（p=0.002）。

表12　子どもとの関わり方とストレス状態

図2　相談相手の有無とストレス状態
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⑦障害のある子ども：状況の変化がある、パニック等が発生した場合

　表13・14・15に示すように、「震災直後から2~3ヵ月」「震災後半年から1年目」「最近の
半年間」の3区分における子どもの状態の変化（親と一緒にいたがる、被災した場所に行き
たがらない、地震を恐がる、イライラしやすい、落ち着きがなくなった、睡眠の問題が生
じた、今まで出来ていたことが出来なくなった）の有無とストレス状態について比較したと
ころ、震災半年から1年目の時点で状態変化がある場合と最近半年間で状態変化がある場
合において、ストレスが高い傾向がみられた（p=0.001、p<0.001）。

（４）レジリエンスとの関係

　レジリエンス得点との関係において有意差が見られた項目は、回答者の年齢、今

表13　震災直後から2~3ヵ月の子どもの状態変化の有無とストレス状態

表14　震災後半年から１年目の子どもの状態変化の有無とストレス状態

表15　最近半年間の子どもの状態変化の有無とストレス状態
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の住居での目途、相談相手、子どもとの関わり方、満足度、活動量であった。回答
者の年齢については、50～ 59歳（レジリエンス得点平均値46.38）と70歳以上（同
60.64）の間で差が見られた（p<0.05）が、理由についてはさらなる分析が必要である
ため、その他の項目について詳述する。

①暮らしの目途

　暮らしの目途が立っている者と全く立っていない者とのレジリエンス得点は、表
16に示すように大きな差があった。

表16　暮らしの目途とレジリエンス得点

②相談相手

　相談相手については、震災前の有無では有意差は見られなかった（いなかった場合
の平均値43.27、いた場合は53.10）が、表17に示すように、現在の有無においては
レジリエンス得点の平均値に大きな差が見られた。

表17　現在の相談者の有無とレジリエンス得点

③子どもとの関わり方

　第1因子を控え目型、第2因子を尽くし型、第3因子を完全主義型、第4因子を自
責型と命名し、各因子とレジリエンス得点との関係についてクラスター分析を行った
ところ、表18に示すとおり有意な差が見られた（p<0.001）。

表18　子どもとの関わり方クラスターとレジリエンス得点
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　さらに、各因子について多重比較を行ったところ、表19に示すようにクラスター
2（第1因子の点数低い）対クラスター 1（第3因子の点数低い）、クラスター 2（第1因
子の点数低い）対クラスター 3（第1・2・4因子の点数高い）、クラスター（第1因子
の点数低い）対クラスター 4（第1・3因子の点数高い）において有意差があることが
分かった（p<0.001）。

表19　子どもとの関わり方クラスターとレジリエンス得点（多重比較）

　既述の通り、子どもとの関わり方に関する設問項目は、共依存関係にある（＝機能
が不全化している）家族に関するチェックリストを参考に作られている。そのため、
該当数が多いほど家族機能が不全化している傾向が高くなることを意味しているが、
「控え目型」の点数が低いことがレジリエンスの高さに影響していることは、特筆す
べき点であると考えられる。

④満足度

　生活満足度とレジリエンス得点との関係については、表20に示すように生活満足
度が高い群のほうが低い群と比べてレジリエンス得点が高く、満足度が低いとレジリ
エンス得点も低い傾向が見出だせた。

表20　生活満足度とレジリエンス得点
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障害者家族の生活再建に関わる要因と家族機能

⑤活動量

　因子1を生きがい・将来に関するもの、因子2を仕事や活動に関するものとし、ク
ラスター 1「因子1得点高・因子2得点やや高」、クラスター 2「因子2得点低・因子1
得点やや高」、クラスター 3「因子1得点低・因子2得点高」の3グループ間におけるレ
ジリエンス得点の比較を行った。
　各クラスター間の得点比較結果は、表21から分かるとおり、クラスター 1すなわ
ち生きがいや将来がポジティブになり仕事や活動量がやや増えている群ではレジリエ
ンス得点が比較的高く、クラスター 3すなわち震災前と比べて生きがいや将来がネガ
ティブになり仕事や活動量が増えている群におけるレジリエンス得点が低く、クラス
ター 2すなわち生きがいや将来がややポジティブになり仕事や活動量が減っている群
ではレジリエンス得点が低めであることが分かった。

表21　活動量クラスターごとのレジリエンス得点

　さらに、各クラスターを多重比較した結果、表22に示すようにクラスター 1とク
ラスター 3には有意差が認められた（p<0.001）。

表22　活動量クラスター多重比較

４．考察

　親のストレス状態及びレジリエンス得点に影響を与えていた要因として、「転居回
数」等の災害によって生じたものと、「子どもとの関わり方」等の家族機能に関連する
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ものとが見られた。

（１）災害によって生じた要因

　ストレスの高さに災害が影響していた要因として、避難経験があること、転居回数
が多いこと、仮設住宅住まいであること、暮らしの目途が全く立っていないこと、障
害のある子どもの状態に変化があったこと、が挙げられた。
　避難経験、転居回数、住居形態（仮設住宅）及び暮らしの目途については、図3に
示す県別の避難状況及び図4に示す県別の転居回数の各構成比から分かるように、自
宅及び地域の被害規模との関連が考えられる。例えば、調査県別の避難経験及び転居
回数の項目を見ると、原発避難者の多い福島県において避難経験や転居回数が多いこ
とが分かる。

　また、障害のある子どもの状態変化（パニックになる等）があると家族の負担が増
すため、ストレスが高くなることは想像に難くない。福祉サービス提供事業者も被災

図3　県別の避難状況

図4　県別の転居回数
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していた地域では、子どもへの対応を親が抱え込まざるを得ない状況にあるため、障
害のある子どもに対してだけでなく、親への支援も必要になると考えられる。
　暮らしの目途が全く立っていないことは、レジリエンス得点の低さとストレスの高
さに影響していることから、「将来の見通し」を支援する重要性が示唆された。

（２）家族機能に関連した要因

　相談相手の有無と子どもへの関わり方は、家族機能と関連が深い要因であると考え
られる。障害のある子どものいる家族において相談相手がいない場合、回答者だけで
物事を解決しなければならず、ストレスが高くなりやすく、物事を乗り越えていける
という自信も低くなるため、それに連動してレジリエンス得点も低くなるのであろう。
　一方で、現在の相談相手の内訳をみると、「家族」が一番多く71.7％、次いで、友
人47.7％、親戚40.0％、福祉職員31.4％、障害者親の会30.8％、職場の人8.0％、父
母会（PTA）5.8％、ボランティア2.2％、趣味の集まり1.8％、自治会・婦人会1.5％、
宗教0.6％、組合0.3％となっており、困難への対応が家族の中で閉じられており、外
に開かれていかない状態にあることが分かる。
　また、「相談相手がいる」のに「ストレスが高い」者は18名おり、因子分析を行う
前の5タイプでの集計ではあるが、図5に示すように、子どもとの関わり方を見ると、
かじ取り型・気遣い型・完全主義型・控え目型が全体平均に比べて多く、尽くし型要
素については全体平均とほぼ同等となっていた。
　既述の通り、子どもとの関わり方項目は、該当項目が多いほど家族の機能不全度が
高いことを意味しているため、相談できることが必ずしも機能不全を改善することに
つながっていない状況が見て取れよう。

　子どもとの関わり方について言えば、因子分析後の4タイプのうち、「控え目型」「控
え目型・尽くし型・自責型」「控え目型・完全主義型」ではレジリエンス得点が低くス
トレスが高いことから、特に「控え目型」の要素を持っている場合、生活再建過程に
おける負担感が大きいことが考えられる。
　それは、「暮らしの目途が立っていない」のに「ストレスが弱い」に該当する者（11名）
の子どもとの関わり方において「控え目型」要素を持つ者が顕著に少なかったことか
らも裏付けられる。因子分析を行う前の集計であるが、「控え目型」が全体に占める

図5　「相談相手有・ストレス高」群の
子どもとの関わり方
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割合は30.5％であったにも関わらず、当該11名中「控え目型」の要素を持つ者はわず
か1名、9.1％にとどまった。

（３）その他

　生活満足度がレジリエンス得点と関係のあることは分かったが、レジリエンスが高
いから生活満足度が高いのか、生活満足度が高いからレジリエンスが高いのかといっ
た因果関係の如何は不明である。
　活動量（生きがいを含む）に関しては、ストレスの軽減に要する時間の経過を含め
て考える必要がある。時間の経過とともに、被災によるストレスが軽減され、自分の
人生についてポジティブになり仕事や活動量が増えレジリエンス得点が高くなるとい
う状態がクラスター 1だとすると、自分の人生についてネガティブになり仕事や活動
量が増えレジリエンス得点が低いのがクラスター 3であり、生活再建過程の忙しさに
翻弄されてストレスが軽減されていない状態を示しているとも考え得る。自分の人生
についてややポジティブになりながらも仕事や活動量が減っていてレジリエンス得点
が低めであるクラスター 2については、以前の生活とのギャップが埋められていない
状態であることが推測される。

５．障害者家族と生活再建

（１）障害者家族の状況

　本調査から示唆されることは、被災に引き続く生活再建過程において、①多くの逆
境に出会った障害者家族は、ストレスが高くレジリエンスが低いこと、逆境の範疇に
は被災状況だけでなく障害児者の状態悪化も含まれること、②子どもとの関わり方に
おいて機能不全度が高いほどストレスが高くレジリエンスが低いこと、であった。
　レジリエンス尺度は、逆境に出会う前後で同一の人物を対象として調査することに
よって、初めて正確な「意味」を測ることができるものである。今回の調査は、被災
後のある時期だけを対象にしているため、もともとのレジリエンス状態は不明である。
　しかし、CD-RISCマニュアル（2014）記載の実施例 1）と比較すると、本調査の回
答者の5割弱が避難を経験しておらず、約7割が震災前の自宅に住んでいるという状
況であるにも関わらず、レジリエンス平均値が52.65（SD18.46）であるのは、低めだ
と言わざるを得ない。
　その背景としては、「わが子に障害がある」という（心身機能の面だけでなく、社会
的障壁を含むさまざまな意味を包含しての）困難に対し、どのように対応してきたか
という経験により獲得されたものと、家族機能との相乗作用が存在することが推測さ
れる。
　それはすなわち松川ら（2019：184）が行った、モデル地区を選定して災害時ケア
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プラン作成とその確認のための避難訓練に関する研究において、「障害児の親は、我
が子の避難や避難生活には心を砕いているが、それらがすべて親自身が無傷で無事で
ある前提で考えられていた」ことや、伊野（2017：35）が、熊本地震の際に「自閉症
協会の会員の場合、避難所を利用した家族はほとんどいなかった」「避難所の喧騒に
は耐えられないだろうという懸念や、他の避難者へ迷惑をかけるのではないかという
自制から、やむを得ず車中泊・軒先避難を選択するような状況であった。当然のこと
ながら情報、支援物資等の入手も困難となった」と述べているように、親が背負うこ
とが前提とされ、また、我が子には無理と親自身が考えていることが、ストレスの増
大やレジリエンス平均値の低さに影響する可能性があるということである。
　避難時や生活再建過程において地域とのつながり（障害の開示、要支援者名簿への
登録を含む）の重要性はすでに指摘されていることであるが（野口ら2020）、それが
難しい状態にある家族に対して、どのようなアプローチが可能であるかについても考
える必要があろう。その際は、家族の弱み（weakness）についてだけではなく、強み
（strength）にも着目した介入が求められる。

（２）支援策

　2021年5月に改訂された「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（内閣府）は、一
般避難所においても要配慮者スペースを確保し、福祉避難所の受け入れ対象者を特定
することで混乱を回避する等の対応策を示している。障害児者の親が抱く「避難所」
への抵抗感の強さは様々な研究で指摘されていることではあるが、「福祉避難所」で
あっても、要支援者の人数のほうが支援者よりもかなり多かった場合、人的資源の面
で困難が発生することは否めない。一般の避難所をゾーニングすることにより、い
ろいろな状況の人が「共にいられる」環境づくりへの工夫も進んできていることから、
我が子には無理であるから「親が何とかしないといけない」ことを前提に構成されて
いる家族機能について、そのありようを今一度考えてみる必要があるのではないだろ
うか。
　もちろん、我が子には無理という考えには、不適応を示した我が子を支えられない
という意味を含めた、（親である）自分には無理という側面も含まれており、それが
本調査において示された子どもへの関わり方の型とレジリエンス得点の関係にも現れ
ていると考えられる。
　丹波（2017：12）は、「被災者が『被災者』としてでなく、一人の個人として、その
尊厳が災害時においても保たれる必要があり、災害によって損なわれた尊厳を回復し
ていく過程が『復興』ということなのであろう」と述べているが、障害児者の家族の
場合には、日常生活における「一人の個人（もしくは一つの家庭）としての尊厳」及び
「個人機能・家族機能」の回復にも主眼を置いた取り組みが求められていると言えよう。
　本研究においては、調査対象として知的障害のある子どもがいる親が多かったこと
から、全ての障害児者の親への一般化については更なる検討を要するものの、生活再
建に必要な事項として指摘しうることは、a）個人のレジリエンスを高める工夫やス
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トレス軽減方法を検討すること、b）家族機能の健全化に必要となる支援を開発・拡
充すること、であると考えられる。
　a）については、上述の通り、被災前から日常生活の中で取り組んでおくことが、
被災後の生活再建過程の下支えになる。日常生活においては、我が子に障害があると
いうことの解釈や心身機能の障害や社会的障壁への対応スキル、適切なサービス利用
の仕方、夫婦間だけでなく地域住民等とのコミュニケーションの仕方といった物事に
ついても、個人・家族の強み（strength）を生かしながら支援していくことが必要と
なる。これについては、障害児者支援機関での保護者会や、家族会等を基盤とした取
り組みが有効であろう。
　b）は、親だけでは解決しえない課題である。「災害の影響が子育てや家族の問題と
して表れ、援助が必要になる時期は、混乱が収束し、生活に落ち着きが戻ってきてか
らである」（福丸2012：100）ことや「もともとハイリスクな子どもや配慮のより必要
な状況へのアセスメントは行いつつ、こうした変化（引用者注：子どもが示すストレ
ス反応）は自分を守るためにある程度自然な反応であるといったノーマライズをしな
がら、子どもの発達段階に応じた具体的なかかわりについて情報を提供し、可能な方
法を一緒に考えたり、親同士が話し合う時間を持つなどの取り組みも意味があるだろ
う」（福丸2012：99）ことを踏まえ、家族機能の健全化支援について災害時支援や生
活再建支援の中に組み入れた対応ができるよう、支援チームを構築し提供できるプロ
グラムを拡充させていくことが必要だと考えられる。

注

1） CD-RISCマニュアル（2014：11）では、平均年齢20.1歳の大学生が対象の場合に平均値55.8
（SD14.8）、平均年齢38.9歳の大学生（コース履修）の場合には平均値64.3（SD16.7）、アメリカ
の大学生で75.7（SD11.9）、オーストラリアの大学生では69.1（SD13.4）のように、欧米よりも日本の方
が、レジリエンス平均値が低いことが示されている。さらに、何らかの困難を経験した人の場合について、
同マニュアル（2014：21-23）では、米国のアルツハイマー病者を介護している人205名で73.4（SD13.3）、
トルコにおける地震被災者246名で70.1（SD14.1）、中国における四川大地震で親を亡くした思春期
の若者788名の場合で55.0（SD不明）、韓国のうつ病の人80名の場合で46.1（SD18.7）という値
が示されている。
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